
 

 

電気通信事業紛争処理委員会の機能 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 電気通信事業法等の一部を改正する法律

 
 

紛争処理※１ 内 容 

①斡 旋 委員会の斡旋委員による斡旋 
 

②仲 裁 委員会の仲裁委員による仲裁 

接続、共用、
作物の利用、
設備の運用※

③命令等 総務大臣からの諮問を受けて答申 協議開始（接
可＞） 

④裁 定 総務大臣からの諮問を受けて答申 接続、共用、

⑤勧 告 委員会より総務大臣に勧告 委員会の権限
※ １ 当事者の申請・申立てに係るもの。この他に、総務大臣の職権によるもの
命令、禁止行為停止・変更命令、接続約款変更命令、網機能計画変更勧告、卸役
がある。 

※ ２ 網掛け部分が本件政令案で規定しているもの（その他は電気通信事業法によ

①斡 旋※ 

②仲 裁※ 

④裁 定 

③ 
協議開始命令等 
料金等変更命令 
業務改善命令 
禁止行為停止命令 

等 

⑤勧 告※ 

 
 
 

審 議・答 申
 

電気通信事業紛争処理委員会 総務大臣 情報通信審議会

 

 

電気通信事業法§88‐12他 

電気通信事業法§88‐13他 
公催仲裁法§§786～805 

電気通信事業法§88‐20 

電気通信事業法§88‐18 

資料１参考 
（移管）
による新規の機能 

対 象 

卸役務、設備の設置・保守、土地・工
情報の提供、業務の委託、設備の利用、
２ 
続、共用、卸役務、土地等の使用＜認

卸役務、土地等の使用、支障の除去 
に属せられた事項 
として、料金変更命令、契約約款変更命令、業務改善
務約款変更命令（何れも委員会は諮問を受けて答申）

り規定。） 

 
審 議・答 申


